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別 紙

答申第６号

答 申

１ 審査会の結論

島根県教育委員会（以下「実施機関」という ）が本件異議申立ての対象となっ。

た個人情報を不存在として非開示とした決定は妥当である。

２ 本件諮問に至る経緯

⑴ 平成18年10月３日に本件異議申立人より島根県個人情報保護条例（平成14年３

月26日島根県条例第７号。以下「条例」という ）第12条第１項の規定に基づく。

個人情報開示請求があり、平成18年10月５日に本件異議申立人より個人情報の件

名を訂正する補正書の提出があった。

⑵ 本件個人情報開示請求の内容は 「平成14年度及び平成15年度及び平成16年度、

での、○○○○学校の○○○及び○○○及び○○○で異議申立人が○○○○を担

当した生徒の各『年間指導計画』各『学習評価交換票 （以下「本件請求」と』」

いう ）である。。

⑶ この請求に対して 実施機関は 対象個人情報として特定したもののうち 平、 、 、「

（ ）」（ 「 」 。） 、成14年度学習評価交換票 通知表 以下 本件個人情報 という について

、 。同年10月16日付けで 保存期間の経過により廃棄したとして非開示決定を行った

⑷ この決定に対して、異議申立人は、本件個人情報の非開示を不服として同年10

月18日に異議申立てを行い、同年11月17日に 「異議申立ての理由」に追記する、

補正書を提出した。

⑸ 実施機関は、条例第34条第１項の規定に従い同年11月17日付けで当審査会に諮

問書を提出した。

３ 異議申立人の主張

⑴ 本件個人情報の非開示決定処分の取り消しを求めるというものである。

⑵ 異議申立ての理由

異議申立人の意見陳述からすると、異議申立人の主張はおおむね次のとおりで

ある。

一般に公文書は保存期間を経過してもすぐには廃棄されず、しばらくは保管さ

れているのが通例であるので、本件個人情報は存在している可能性が高い。

４ 実施機関の主張

実施機関から提出された非開示理由説明書及び意見陳述における主張を要約する

と、おおむね次のとおりである。

島根県教育庁等事務処理規則（以下「事務処理規則」という ）第84条第１項の。

規定により読み替えて準用する第54条の４の規定に基づき、成績書類の保存期間が

３年と定められているところ、本件個人情報が記録されている公文書については平

成17年８月頃に廃棄しており、存在していない。

５ 審査会の判断

⑴ 実地調査

実施機関の主張は一見妥当に思われるが、本件請求に対して部分開示決定を行

った別事案において、後日、対象個人情報が新に発見されたとして変更決定を行

っていることと実施機関の意見陳述の内容から、実地に確認する必要があると思
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料し、条例第41条の規定に基づき委員を派遣し調査を行った。

⑵ 本件個人情報の存否

当審査会で本件個人情報が記録されている公文書の廃棄年月日を確認しようと

したところ、廃棄予定年が記載してあるファイル管理表が、平成10年度を最後と

して以降は保管されていなかった。そこで、焼却場への運搬記録を確認したとこ

ろ、焼却書類として平成17年８月25日に運搬されたとあり、公文書の保管場所等

も確認したが、本件個人情報を発見することはできなかった。

ところで、実施機関の公文書の保存期間の起算は、事務処理規則第54条の４第

３項により会計年度に属するものは翌年度の４月１日とされており、平成14年度

に作成された本件個人情報は、本来ならば、少なくとも平成18年３月末までは保

管されているはずのものである。

一方、同規則第87条第２項においては 「保存期間が経過しないファイルであ、

っても、教育機関等の長が保存の必要がないと認めたものは、廃棄することがで

きる 」と規定されている。。

、 、「 （ ） 、また 同条第４項において … 保存期間が経過しないファイルを 廃棄し

又は廃棄を延期したファイルについては、ファイル管理表の廃棄予定年を修正し

ておかなければならない 」とも規定されている。。

そこで、当審査会が廃棄の経緯を調査したところ、同条第２項に基づく判断が

なされたことを示す文書は確認できず、そうした説明もなかったため、同条同項

による判断がなされた形跡がないといわざるを得ない。また 「保存期間が経過、

」 、 。する前に廃棄する とした理由についても 十分に納得のいくものではなかった

このように、○○○○学校（以下「本件学校」という ）の公文書管理体制に。

は問題があると言わざるを得ないが、本件個人情報は発見されず、焼却場への運

搬記録から既に廃棄されていると認められる。

⑶ 以上から、冒頭「１ 審査会の結論」のとおり判断する。

６ 付言

個人情報の適正管理は個人情報保護制度の根幹であり、個人情報が記録されてい

る公文書の適切な管理なくしては本制度は成り立たないものであるので、あえて意

見を述べたい。

公文書の保存期間は、合理的な理由に基づいて決定されているものと思料する。

「保存期間が経過しないファイルを廃棄する」ことは、本来ならば個人情報の開示

が受けられたものを実施機関の一方的な都合で受けられなくすることにほかならな

い。こうした不利益を生じさせる以上は、その判断をするにあたっては、合理的な

、 。理由があるだけでは足りず それが正に特別の理由であることを要すると思料する

しかしながら、実地調査の結果、本件学校が保存期間が経過しないファイルを廃

棄したことには理由がないといわざるを得ない。

本件学校の一例をもってこのようなことが教育機関において常態化しているとま

では考えないが、実施機関においては教育機関での適切な公文書管理が確保される

よう必要な措置を講じていただきたい。
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（諮問第７号に関する審査会の処理経過）

年 月 日 内 容

平成１８年１１月１７日 実施機関から島根県個人情報保護審査会に対し諮問

平成１８年１２月１２日 実施機関から非開示理由説明書を受理

平成１８年１２月１４日
審議

（審査会第１回目）

平成１９年 ２月 ８日
実施機関から意見聴取

（審査会第２回目）

平成１９年 ２月２２日
異議申立人から意見聴取

（審査会第３回目）

平成１９年 ２月２７日 実地調査

平成１９年 ３月１５日
審議

（審査会第４回目）

平成１９年 ４月１２日
審議

（審査会第５回目）

平成１９年 ５月１１日 島根県個人情報保護審査会が実施機関に対し答申


